
（10） その他事業

① 施設及び業務概況に関する調 (その他事業) ② 企業債に関する調 (その他事業)

 1 事業開始年月日 H02.05.01 1 企業債現在高 0

 2 法適用年月日 H28.04.01 2 (1) 政府資金 財政融資 0

 3 適用区分 2 郵便貯金 0

 4 管理者 2 簡易生命保険 0

 5 職員数 (1) 損益勘定所属職員 0 内 (2) 地方公共団体金融機構 0

　　　　　　（人） (2) 資本勘定所属職員 0 (3) 市中銀行 0

計 0 (4) 市中銀行以外の金融機関 0

3 (5) 市場公募債 0

0 訳 (6) 共済組合 0

(7) 政府保証付外債 0

(8) 交付公債 0

(9) その他 0

3 (1) 起債前借 0

利 (2) 1.0％未満 0

(3) 1.0％以上2.0％未満 0

－ 率 (4) 2.0％以上3.0％未満 0

－ (5) 3.0％以上4.0％未満 0

－ 別 (6) 4.0％以上5.0％未満 0

－ (7) 5.0％以上6.0％未満 0

内 (8) 6.0％以上7.0％未満 0

(9) 7.0％以上7.5％未満 0

訳 (10) 7.5％以上8.0％未満 0

(11) 8.0％以上 0

(12) 合計 0

い わ き 市

 9 施設の名称

 8 事業の内容

 6 指定管理者制度

 7 事業の種類

地域汚水処理事業は、民
間の開発事業者が住宅団
地を開発した際に整備し
た生活排水処理施設を本
市が帰属を受け維持管理
を行っているもの。

 10 事業許認可関係法令

 11 企業債の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

(注2)表中4「管理者」は、「設置」…１、「非設置」…２を示す。

(注3)表中6「指定管理者制度」は、「代行制」…１、「利用料金制」…２、「無」
…３を示す。

 12 管理者の情報

(注4)表中12「管理者の情報」は、「自治体職員」…１、「民間企業出身」…２、
「学術・研究機関出身」…３、「その他」…４を示す。

(注１)表中3「適用区分」は、「条例全部」…１、「条例財務」…２を示す。



③ 損益計算書（その他事業） ③ 損益計算書（その他事業）　つづき ④ 費用構成表 (その他事業) ④ 費用構成表 (その他事業)　つづき

1 総収益 (B)+(C)+(G) (A) 153,197 収益的支出に充てた企業債 0 1 (1) 基本給 0 常勤職員 0

 (1) 営業収益 (B) 90,905 収益的支出に充てた他会計借入金 0 職 (2) 手当（※通勤手当は税抜き） 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    ア 主営業収益 90,905 0 員 (3) 報酬 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    イ 受託工事収益 0 0 給 (4) 退職給付費 0 常勤職員 0

    ウ その他営業収益 0 0 与 (5) 法定福利費 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

      (ｱ) 他会計負担金 0 0 費 (6) 計 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

      (ｲ) その他 0 0 2 支払利息 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

 (2) 営業外収益 (C) 62,111 0 内訳 (1)企業債利息 0 常勤職員 0

    ア 受取利息及び配当金 4 0 (2)一時借入金利息 0 会計年度任用職員（フルタイム）

    イ 受託工事収益 0 0 (3)他会計借入金等利息 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    ウ 国庫補助金 0 0 3 減価償却費 63,806 常勤職員 0

    エ 都道府県補助金 0 0 4 光熱水費 215 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    オ 他会計補助金 0 0 5 通信運搬費 150 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    カ 長期前受金戻入 62,106 0 6 修繕費 8,472 常勤職員 0

    キ 資本費繰入収益 0 0 7 委託料 39,619 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    ク 雑収益 1 0 8 その他 18,353 会計年度任用職員（パートタイム） 0

2 総費用 (E)+(F)+(H) (D) 130,615 他会計繰入金合計 0 9 費用合計 130,615 常勤職員 0

 (1) 営業費用 (E) 130,615  (1) 繰出基準に基づく繰入金 0 10 (1) 年間延職員数（人） 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    ア 主営業費用 66,732  (2) 繰出基準以外の繰入金 0 給 (2) 年度末職員数（人） 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    イ 受託工事費 0 0 与 (3) 基本給 0 常勤職員 0

    ウ 減価償却費 63,806    イ 繰出基準の事由以外の繰入 0 に 給料 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    エ 資産減耗費 77 153,197 関 扶養手当 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    オ その他営業費用 0 162,287 す 地域手当 0 常勤職員 0

 (2) 営業外費用 (F) 0 130,615 る (4) 手当 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    ア 支払利息 0 139,350 調 時間外勤務手当 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    イ 企業債取扱諸費 0 0 特殊勤務手当 0 常勤職員 0

    ウ 受託工事費 0 2,075 期末勤勉手当 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

    エ 繰延勘定償却 0 11,660 その他 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

    オ その他営業外費用 0 -2,450 (5) 計 0 常勤職員 0

3 経常利益 (B+C)-(E+F) 22,401 0 (6) 延年齢（歳） 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

4 経常損失(△) 0 0 (7) 延経験年数（年） 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

5 特別利益 (G) 181 9,210 11 (1) 退職手当支出額 0 常勤職員 0

 (1) 他会計繰入金 0 466,681 収益的支出分 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

 (2) 固定資産売却益 0 475,891 資本的支出分 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

 (3) その他 181 0 退職給与引当金取りくずし額 0 常勤職員 0

6 特別損失 (H) 0 0 (2) 支給対象人員数（人） 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

 (1) 職員給与費 0 0 (3) 延支給月数（月）　（注）単位　0.001月 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

 (2) その他 0 0 (4) 延勤続年数（年） 0 常勤職員 0

7 純利益 (A)-(D) 22,582 0 12 受託工事費 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

8 純損失(△) 0 62,106 13 附帯事業費 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

111,708 0 14 材料及び不用品売却原価 0 常勤職員 0

0 0 15 経常費用 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

134,290 企業債利息に対して繰入れたもの 基準額 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

実繰入金 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

0 常勤職員 0

会計年度任用職員（フルタイム） 0

会計年度任用職員（パートタイム） 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市

収益的支出に充てた企業債のうち特別減収対策事業債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市

長期前受金戻
入の内訳

国庫補助金

都道府県補助金

工事負担金

他会計繰入金

寄付

受贈

その他

キャッシュ・
フロー計算書

(1)業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)財務活動によるキャッシュ・フロー

(4)資金に係る換算差額

(5資金の増加額（又は減少額）

(6)資金期首残額

(7)資金期末残額

    ア 繰出基準に基づく事由に係る上乗せ繰入

消費税及び
地方消費税

収益的収入
税抜き

税込み

収益的支出
税抜き

税込み

還付消費税及び地方消費税額

確定消費税及び地方消費税額

営業費用のうち、たな卸資産評価損

特別損失のうち、減損損失額

特別損失のうち、繰延資産償却

特別利益のうち、長期前受金戻入
(2)繰出基準以外の繰入金のうち、国の補正予算等に基づく事業に係る繰入

営業費用のうち、退職給付費（会計基準の見直し等に伴う経過措置）

特別損失の職員給与費のうち、退職給付費（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

営業費用のうち各種引当金繰入額の合計

各種引当金繰入額
の内訳

退職給付引当金繰入額

賞与引当金繰入額

修繕引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

その他引当金繰入額

内
 

訳

内
 

訳

退
職
に
関
す
る
調

内
 

訳

2(1)企業債利息のうち、償却原価法による利息相当分を除いた企業債利息

16
給
与
に
関
す
る
調

内
訳

年間延
職員数
（人）

年度末
職員数
（人）

基
本
給

給
料

扶
養
手
当

地
域
手
当

手
当

時
間
外

特
殊
勤
務

期
末
勤
勉

そ
の
他

報酬

計

１
職
員
給
与
費
う
ち

基本給

手当

報酬

退職
給付費

法定
福利費

計

9 前年度繰越利益剰余金(又は前年度繰越欠損金)

10 その他未処理分利益剰余金変動額

11  当年度未処分利益剰余金(又は当年度未処理欠損金)



⑤ 貸借対照表 (その他事業) ⑤ 貸借対照表 (その他事業) つづき ⑥ 資本的収支に関する調 (その他事業) ⑥ 資本的収支に関する調 (その他事業) つづき

1 固定資産 2,433,099 9 資本金 371,067 (1) 企業債 0 建設改良費のうち用地取得費 0

  (1) 有形固定資産 2,433,099     ア 固有資本金(引継資本金) 0 1 ア 建設改良のための企業債 0 補助対象事業分 0

    ア 土地 863,860     イ 再評価組入資本金 0 イ その他 0 単独事業分 0

    イ 償却資産 1,885,217     ウ 繰入資本金 371,067 資 (2) 他会計出資金 0 上記用地取得費のうち先行取得用地分 0

うちリース資産 0     工 組入資本金(造成資本金) 0 (3) 他会計負担金 0 取得用地面積(㎡) 0

    ウ 減価償却累計額(△) 315,978 10 剰余金 998,150 本 (4) 他会計借入金 0 補助対象事業分（㎡） 0

うちリース資産減価償却累計額（△） 0   (1) 資本剰余金 863,860 (5) 他会計補助金 0 単独事業分（㎡） 0

    エ 建設仮勘定 0     ア 国庫補助金 0 的 (6) 固定資産売却代金 0 0

  (2) 無形固定資産 0     イ 都道府県補助金 0 (7) 国庫補助金 0 建設改良費の翌年度への繰越額 0

  (3) 投資その他の資産 0     ウ 工事負担金 0 収 (8) 都道府県補助金 0 補助対象事業分 0

2 流動資産 486,686     工 再評価積立金 0 (9) 工事負担金 0 単独事業分 0

(1)現金及び預金 475,891     オ その他 863,860 入 (10) その他 0 継続費逓次繰越額 0

(2)未収金及び未収収入 11,087   (2) 利益剰余金 134,290 (11)計(1)～(10) （a） 0 建設改良繰越額 0

(3)貸倒引当金（△） 292     ア 減債積立金 0 （b） 0 事故繰越繰越額 0

(4)貯蔵品 0     イ 利益積立金 0 (13)前年度同意等債で今年度収入分 （c） 0 事業繰越額 0

(5)短期有価証券 0     ウ 建設改良積立金 0 (14)純計(a)－(b)+(c) （d） 0 新増設に関するもの 0

3 繰延資産 0     エ その他積立金 0 (1) 建設改良費 3,905 改良に関するもの 3,905

4 資産合計 2,919,785     オ 当年度未処分利益剰余金 134,290 2 職員給与費 0 他会計繰入金合計 0

5 固定負債 0         当年度未処理欠損金(△) 0 建設利息 0  (1) 繰出基準に基づく繰入金 0

0 当年度純利益 22,582 資 補助対象事業費 0  (2) 繰出基準以外の繰入金 0

 (2)その他の企業債 0 当年度純損失（△） 0 0 0

 (3)再建債（含む特例債） 0 11 その他有価証券評価差額 0 本 単独事業費 3,905     イ 繰出基準の事由以外の繰入 0

0 12 資本合計 1,369,217 0 0

 (5)その他の長期借入金 0 13 負債・資本合計 2,919,785 的 内 0 基準額 0

 (6)引当金 0 14 不良債務 0 訳 その他 0 実繰入額 0

 (7)リース債務 0 15 実質資金不足額 0 支 国庫補助金 0 基準額 0

 (8)その他 0 16 資本不足額（△） 0 都道府県補助金 0 実繰入額 0

6 流動負債 12,575 17 資本不足額（繰延収益控除後）（△） 0 出 工事負担金 0 基準額 0

0 経常利益 22,401 他会計繰入金 0 実繰入額 0

 (2)その他の企業債 0 経常損失(△) 0 その他 3,905 特別減収対策企業債 0

0 退職給付引当金 0 (2) 企業債償還金 0 常勤職員 0

 (4)その他の長期借入金 0 特別修繕引当金 0 政府資金に係る繰上償還金分 0 会計年度任用職員（フルタイム） 0

 (5)引当金 0 その他引当金 0 0 会計年度任用職員（パートタイム） 0

 (6)リース債務 0 退職給付引当金 0 その他資金に係る繰上償還金分 0

 (7)一時借入金 0 賞与引当金 0 ア 建設改良のための企業債 0

 (8)未払金及び未払費用 12,569 修繕引当金 0 イ その他 0

 (9)前受金及び前受収益 0 特別修繕引当金 0 (3) 他会計からの長期借入金返還額 0

 (10)その他 6 その他引当金 0 (4) 他会計への支出金 0

7 繰延収益 1,537,993 ア 出資金 0 (5) その他 0

 (1)長期前受 1,848,521 他公営企業出資金 0 (6)計(1)～(5) （e） 3,905

 (2)長期前受金収益化累計額（△） 310,528 その他の出資金 0 (1)差額 0

8 負債合計 1,550,568 イ 長期貸付金 0 (2)不足額(△) （f） 3,905

他会計貸付金 0 4 (1) 過年度分損益勘定留保資金 0

その他の貸付金 0 補 (2) 当年度分損益勘定留保資金 0

ウ 基金 0 填 (3) 繰越利益剰余金処分額 0

エ 投資有価証券 0 財 (4) 当年度利益剰余金処分額 0

オ 前払退職手当組合負担金 0 源 (5) 積立金取りくずし額 0

短期貸付金 0 (6) 繰越工事資金 0

一般短期貸付金 0 (7) その他 3,905

他会計貸付金 0 355

0 (8)計(1)～(7) （ｇ） 3,905

0 5 補填財源不足額(△)　（ｆ）－（ｇ） 0

0 6 当年度同意等債で未借入又は未発行の額 0

0 1 固定資産 2,493,432

0 2 流動資産 477,123

0 3 うち未収金 10,945

0 4 資本金 371,067

1,848,521 5 剰余金 975,568

0 6 負債・資本合計 2,970,555

7 繰延収益 1,600,099

8 その他有価証券評価差額 0

投資額(税込み) 13,224

国費 0

都道府県費 0

市町村費 13,224

    うち消費税及び地方消費税資本的収支調整額

期
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状
　
況
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政
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資

実

績
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財源

内訳

2（1）
職員給与費
のうちうち 地方公共団体金融機構資金に係る繰上償還金分

 3　差引

（d）-（e）

財

源

内

訳

建

設

改

良

費

の

企
業
債

地方公共団体金融機構資金
企業債償還に対して繰入れたもの

＜再掲＞
企業債利息に対して繰入れたもの

繰入再掲
企業債元利償還金に
対して繰入れたもの

企業債のうち

(12)うち翌年度へ繰越される支出の財源充当額

建設改良費の内訳

うち

費
の
内
訳

建
設
改
良

補助対象事業費に対する財源としての企業債     ア 繰出基準に基づく事由に係る上乗せ繰入

単独事業費に対する財源としての企業債 (2)繰出基準以外の繰入金のうち、国の補正予算等に基づく事業に係る繰入

上記の内訳

上記の内訳

上記取得用地面積のうち先行取得用地面積(㎡)

上記の内訳

上記繰越額の内訳

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市

う
ち

6(1)及び(2)企業債のうち再建債

地方債に関する省令附則第8条の3に係るリース債務

2流動資産
のうち

繰延収益の長
期前受の内訳

寄付

受贈

その他

国庫補助金

都道府県補助金

工事負担金

他会計繰入金

6(5)引当金
の内訳

1(3)投資
その他の

資産のうち

内
訳

内
訳

 (4)建設改良等の財源に充てるための長期借入金

再掲
 (1)建設改良費等の財源に充てるための企業債

固定負債の引
当金の内訳

 (3)建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

う　ち

う　ち
 (1)建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目

い わ き 市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　項目


